








○ 勉強会

 当会の代表理事である和田信明氏を講師とした勉強会

（「私が途上国で出会った人たち～和田流ファシリテー

ションの原点を探る～」）を 12 月に実施し、12 名が参

加しました。

 また 8 月には、定期総会に合わせて「映像記録“中ス

ラウェシ・山の民の生活世界”上映会」を実施し、12

名の参加を得ました。

○ 組織と広報

・これまでの活動の到達点を振り返り、今後の活動が                                 

進む方向性と具体的な到達目標、及びその戦略を明ら 

かにするため、あいあいネット中期計画策定のワーキ 

ンググループを作り、議論を開始しました。

・国内外の活動展開を支えるため、総務プラス事業担と

して事務局員を 1 名増員し、4 月から高橋博さんが勤

務を開始しました。高橋さんは 2010 年 10 月～ 3 月に

JICA 帰国隊員支援制度の一環としてあいあいネット事

務局でインターンをつとめ、2月にはインドネシア・西

バリでのフィールドワークも経験しました

・ニュースレター（「いりあい・よりあい通信」）を２回、

年次報告書を 1回発行しました。

・これまで同様、メルマガとブログを継続しました。ま

たホームページのリニューアルを行いました。

・事務所移転にあわせて、歩道に面したガラス窓に展示

する活動紹介パネルを製作しました。また JICA 横浜で

7月に実施された活動紹介パネル展にも参加して、西バ

リにおける活動成果の写真パネルを製作・展示しまし

た。

○ コンサルティング事業等

　前年度に引き続き、JICA インドネシア「生物多様

性保全のための国立公園機能・人材強化」技術協力プ

ロジェクトへの短期専門家として副代表理事を派遣し

ました。

　また新たにベトナムにおける技術協力「中部高原地

域における貧困削減のための参加型農業農村開発能力

向上プロジェクト」にも短期専門家として専務理事を

派遣し、地方の行政官らを対象にファシリテーション

技術の指導を行いました。
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あいあいネットの

活 動
その他の

活動

和田氏を囲んでの勉強会（早稲田奉仕園にて）

映像記録の上映会（ギャラリーゆうど にて )



○ 国内外での新たな展開

　あいあいネットの活動も 7 年目をむかえ、国内と海

外の「地域づくり」の現場を繋ぎ、学びあうという活

動は少しずつ支持者・理解者を広げ、規模も拡大しつ

つあります。そうした中、あいあいネットが自らの地

域でネットワークを広げ、学びあいの活動を地に足が

ついた形で展開することをめざし、賃貸契約終了の時

期にあわせて高田馬場から事務所を移転することにし

ました。

　神奈川県川崎市高津区から多摩区周辺を候補地とし

て 2011 年 1 月から理事・事務局で実際に歩いて探した

結果、多摩区東生田で適切な物件を見つけることがで

きました。2011 年 3 月に引越し作業を行い、4 月から

新事務所での仕事を開始しました。多摩区を拠点とす

る NPO や、神奈川県内の NGO・公的機関等との関係作り

を少しずつ開始しています。
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　海外においては、これまで関わりを深めてきたイン

ドネシアにおいて、より継続的な活動展開のために NGO

登録や現地事務所開設を検討しましたが、具体的な動

きは次年度に持ち越しになりました。一方、前述（コ

ンサルティング事業）のように、ベトナムに短期専門

家として当会専務理事が 3 週間活動したことから、同

国におけるコミュニティ開発に関わる専門家や現地機

関の方々とのネットワークが少しずつ広がりはじめて

います。

　この他、10 月に名古屋で開催された生物多様性条約

第 10 回締約国会議 (COP10) に関連して、次の活動に協

力しました。

・生物多様性条約市民ネットワーク「人々とたねの未来」    

 作業部会（部会メンバー）

・ESD-J「ESD ×生物多様性プロジェクト」（研究・編

 集ワーキンググループメンバー）

都心から -

- 地域へ



○いりあい交流

　・昨年度までの成果を題材にした、山の民の文化を見つめ直すセミナーワークショップの開催。

　・国際コモンズ学会世界大会 (2013 年 6 月、山梨県北富士地域で開催）の準備運営への協力。

　・「聞き書き」の手法を活用した環境教育プログラム実施への協力

○西部バリ国立公園プロジェクト

　・村での活動をさらに発展させていくとともに、小中学校を巻き込む形での環境教育の試みも開

　　始する。

　・新たなプロジェクトを JICA 草の根技術協力として提案し、準備していく。

　・カンムリシロムク生息域の保全・拡大活動を支援する募金を開始する。

◆ 2011 年度に目指すこと

　東北地方太平洋岸を中心に未曾有の大損害をもたらした東日本大震災

は、私たちの社会のあり方そのものに問いを突きつけているように思う。

コミュニティ内の人間関係、都市と農山漁村との関係、住民組織と行政

と NPO の関係、専門家と普通の人々との関係、そして自然と人間との関

係・・・。復興或いは再生への道のりの中でさまざまな関係性のあり方

が問われているのは、決して被災地だけのことではなく、日本に暮らす

我々すべて、或いは世界中のそれぞれの地域が直面していることかもし

れない。
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2011年度

活動計画

　大震災から数週間後、4 月初めにあいあいネット事務所は東京都新宿区高田馬場から、神奈

川県川崎市多摩区東生田に移転した。これからは、神奈川県、そして川崎市多摩区という地域

を拠点として、この地で活動する人々や、日本・世界各地で地域づくりに取り組む人々とつな

がっていくことになる。その時に私たちは何を大事なものとして関わっていくのだろうか。

　これまで 7 年間の活動を通じて見えてきたのは、「自然と暮らし（生計）とが共存する地域

のあり方」を、「当事者が主体となって外部者と協働しながら創り出していく手法」が大切だ、

ということである。私たちは神奈川で、滋賀で、西バリで、中スラウェシで、そして世界各地

の地域で、「環境と調和する地域の暮らしのあり方を、そこに住む人々が中心となって試行錯

誤していく」動きに、ともに寄り添い、力を貸していきたいと考えている。

　2011 年度、あいあいネットはこれまでの活動に加えて、新たな動きを 2 つ始める。まず一つ

は、西部バリ国立公園に生息する固有種で絶滅危惧種であるカンムリシロムクの生息域保全・

拡大に乗り出した、スンブルクランポック村の村人たちへの支援募金。違法伐採や密猟をやめ、

カンムリシロムクの飛び交う村を取り戻したいという村人のイニシアティブに寄り添い、支援

する動きを日本の地域で作りだしたいと思う。もう一つは地域の人々が中心となって課題の解

決に取り組むための「ファシリテーション」技術を、国内外の地域で活動する NPO・NGO の方々

へ伝えるためのセミナーである。外部から援助者・支援者として関わる人たちが、地域の課題

解決に向けた自主的なイニシアティブをどう引き出していけるのかは、内外の現場で必須の技

術だ。まずは神奈川の地でこの技術を多くの人に知ってもらう活動を開始する。

　地域づくりの現場をつなぐ私たちの活動は、地味でゆっくりとした歩みだが、新しい社会を

創り出す動きに少しでも貢献していきたいと思う。



○地域に学ぶ研修事業

　・JICA 研修員受入事業への協力

　　継続（３コース）：「住民主体のコミュニティ開発（A)」、「同 (B)」、「ウガンダ北部地域行政官能力向上」

　　新規（２コース）：「ベトナム中部高原地域、技術協力プロジェクトの本邦研修」、「“参加型コミュニティ開発”

　　　　　　　　　　をテーマにしたベトナム対象の課題別研修」

　・日本の地域づくりに関する英文情報発信

　・その他の研修への協力

○ファシリテーションに関する事業

　・コミュニティ・ファシリテーション研修

　　　神奈川県内を主なターゲットとして、「コミュニティ・ファシリテーション（仮称）」に関する連続セミナー　

　　を実施する。

　・勉強会等

　　コミュニティ・ファシリテーション技術の中身をさらに深めていくため、勉強会を開催する。将来的にはブッ

　　クレット・書籍化も視野に入れる。

○その他の事業

　・国内外でのあらたな展開

　　① 事務所周辺地域との関わり方を模索する。また、東日本大震災に対しても、継続的に関わる方向性を模索。

   ② インドネシアでの NGO 登録を進め、現地に簡易な事務所を開く方向で準備を進める。インドネシア以外  

      の国において、コミュニティ・ファシリテーションの手法や日本との学びあいを広げていく可能性も追求

      していく。

　・コンサルティング事業等

  前年度に引き続き JICA ベトナム「中部高原地域における貧困削減のための参加型農業農村開発能力向上プロ    

  ジェクト」技術協力プロジェクトへの専門家派遣等を行う。

○組織と広報

  ・あいあいネット中期計画の策定　

　・会計担当のパートあるいはボランティアスタッフを増員

　・機関誌、年次報告書の発行

　・ブログとホームページの定期的更新
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収支計算書 ・ 予算書
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2009 年度収支計算書 （2010 年 7 月 1 日～ 2011 年 6 月 30 日）	

2010 年度収支予算書 （2011 年 7 月 1 日～ 2012 年 6 月 30 日）	 	 					   

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             ( 円 )

	 科　　目			   2010 年度決算    2011 年度予算                       備  考（2011 年度予算関連）

	  ( 資金収支の部 )							     

	  Ⅰ経常収入の部							     

	 　会費収入						    

	 　　正会員会費収入		       160,000         250,000 		

	 　　賛助会員会費収入	 	       20,000          50,000 		

	 　会費収入計		       180,000         300,000 		

	 　事業収入						    

	 　　委託事業収入	               23,044,960      21,000,000     JICA 研修 5件、JICA 専門家派遣 2件等

	 　　自主事業収入		     　333,840         800,000     協働によるファシリテーション講座、勉強会参加費、講師謝金等	

	 　事業収入計		    23,378,800      21,800,000 		

	 　補助金等収入						    

	 　　助成金収入		     3,518,780       5,720,000     地球環境基金、今井記念基金、庭野平和財団等	

	 　補助金等収入計		     3,518,780       5,720,000 		

	 　寄付金収入						    

	 　　寄付金収入		       570,000       2,700,000　　 西バリ・カンムリシロムク生息域拡大募金（仮称）、研修やファシリテーショ	

	 　寄付金収入計		       570,000       2,700,000      ン講座の講師謝金の寄付含む	

	 　雑収入		

　　　　　　　　　　受取利息		         1,148           2,000 		

	 　　雑収入		                     2,190          23,000 		

	 　雑収入計			          3,338          25,000 		

	   経常収入合計		    27,650,918      30,545,000 		

	  Ⅱ経常支出の部							     

	   事業費						    

	    JICA 研修費		    11,842,399      14,600,000     事務局人件費一部含む	

	    その他委託事業費	            　 7,914,395       2,700,000　　 JICA 専門家派遣等。事務局人件費一部含む

	    西バリプロジェクト費 　 　 　     4,237,645       4,800,000			 

	    いりあい交流プロジェクト費　  　　　　　  0       1,400,000     	

	    自主勉強会費	    　　　　　　  32,300          10,000     報告会会場費等 		

	    その他の自主プロジェクト費	      148,795 　　　  600,000     協働によるファシリテーション講座諸経費、研修講師謝金等	

	   事業費計			     24,175,534      24,110,000 		

	   管理費						    

	     給料手当	                　732,247     　2,000,000     	

	     法定福利費	                  916,440         750,000     	

	     会議費  	                   11,970          20,000 		

	     通勤交通費	                  145,270         200,000 		

	     旅費交通費	                  155,820         300,000　　 被災地訪問含む 		

	     通信運搬費	                  214,357         120,000     	

	     広報費  	                   96,255         150,000　　 西バリチラシ制作費含む 		

	     消耗品費	                  518,428         120,000     	

	     資料費  	                    6,454          20,000 		

	     水道光熱費	                   79,385         100,000 		

	     賃借料	                            1,408,852       1,440,000     

　　　　　　　 保険料	                               21,930          25,000 		

	     諸会費	                               21,000          30,000		

	     支払手数料	                   12,910          20,000 		

	     租税公課	                   75,900         600,000      消費税含む	

	     雑費    	                  285,085          50,000 		

	     減価償却費	                   70,537          70,000 

                法人税、住民税及び事業税	       64,100　　　 　70,000	

	   管理費計		                 4,836,940       6,085,000 		

	  経常支出合計	               29,012,474      30,195,000 		

	  経常収支差額	               -1,361,556         350,000 		

	  Ⅲその他資金収入の部							     

	   その他収入						    

	     基金収入		     　500,000 			 

	   その他収入計		     　500,000           	   0 		

	  その他資金収入の部合計               　500,000 	    0 	 	

	  Ⅳその他資金支出の部							     

	   その他資金支出の部合計	            0 			 

	  その他収支差額		       500,000 	    0 		

	  当期収支差額		      -861,556         350,000 		

	  前期繰越収支差額		     1,838,244       　976,688 		

	  次期繰越収支差額		    　 976,688       1,326,688     

	 	 	 	 	 	 	 	



貸借対照表
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2010 年度一般社団法人の会計　貸借対照表	

2011 年 6 月 30 日現在	 	 	 	 	 	 	

	                                                                                                                                             ( 円 )

	        科　　目				                金　　額			 

	 資産の部							     

	   流動資産						    

	     現金		                   4,912			 

	     普通預金		               4,267,213			 

	     ゆうちょ振替口座		         445,190			 

            未収金	                         60,000			

	     前払金	   	                252,940			 

	   流動資産合計			                           5,030,255		

	   固定資産						    

	     什器備品		                 103,231			 

	     保証金		                 457,144			 

	   固定資産合計			                             560,375		

	 資産合計						                         5,590,630	

	 負債の部							     

	   流動負債						    

	     未払金	                        129,907			

	     前受金		               4,173,477			 

	     預り金		                 304,558			 

	     別途預り金		                   6,000			 

	   流動負債合計				                    4,613,942		

	   固定負債						    

	   固定負債合計				                            0		

	 負債合計						                         4,613,942	

	 正味財産の部							     

	   前期繰越正味財産			                   1,838,244		

	   当期正味財産増減				             -861,556		

	 正味財産合計					                      	    　976,688	

	 負債及び正味財産合計						                 5,590,630	

	 	 	 	 	 	 	 	



第 1章　総則

（名称）

第 1条 この法人は、一般社団法人あいあいネットと称する。

２ この法人の英文名称は i-i-network とする。

（事務所）

第 2条 この法人は、主たる事務所を神奈川県川崎市に置く。

２ この法人は、前項のほか、理事会の決議により従たる事務所を必要な

場所に設置することができる。

第 2章  目的及び事業

（目的）

第 3条 この法人は、日本およびアジア・アフリカ等の世界各地で住民主体の

地域づくりに取り組む実践者たちをつなぎ、経験交流や研修及び共同

調査等を通じて相互のまなびあいを促進することで、コミュニティの

再生・発展に寄与する。それにより、国際相互理解を促進するとともに、

地域社会の健全な発展に資することを目的とする。

（事業）

第 4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（1）住民主体の地域づくりに関する経験交流事業

（2）住民主体の地域づくりや海外協力に関する教育研修・情報提供事業

（3）日本と世界各地における住民主体の地域づくりへの支援事業

（4）住民主体の地域づくりや海外協力に関する調査研究・出版事業

（5）日本と世界各地で地域づくりに取り組む人々が作る生産物の普及は紹介

事業

（6）その他、当法人の目的を達成するために必要な事業

第 3章　会員

（種別）

第 5条 この法人の会員は、次の２種とし、正会員をもって一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）上の社員と

する。

（1）正会員

 この法人の目的に賛同して入会し、この法人の活動及び事業を推進する

個人及び団体

（2）賛助会員

この法人の目的に賛同して入会し、この法人の活動や事業を支援する個

人及び団体

（入会）

第 6条 会員として入会しようとするものは、代表理事が別に定める入会申込

書により、代表理事に申し込むものとする。

２ 代表理事は、正当な理由がない限り、前項のものの入会を認めなけれ

ばならない。

３ 代表理事は、前 1項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由

を付した書面をもって本人にその旨を通知しなければならない。

（会費）

第 7条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。

（会員の資格の喪失）

第 8条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。

（1）退会届の提出をしたとき。

（2）本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅し

たとき。

（3）正当な理由なく会費を継続して２年以上滞納したとき。

付　録
一般社団法人あいあいネット　定 款

（平成 21 年 5 月 27 日制定）
（平成 23 年 3 月 16 日変更）

（4）除名されたとき。

（5）総社員の同意があったとき。

（退会）

第 9条 会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に

退会することができる。

（除名）

第 10 条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、

これを除名することができる。この場合、その会員に対し、議決の前

に弁明の機会を与えなければならない。

（1）この定款等に違反したとき。

（2）この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

（拠出金品の不返還）

第 11 条 この法人は、会員がその資格を喪失しても、既納の会費及びその他の

拠出金品は、これを返還しない。

第 4章  社員総会

（種別）

第 12 条 この法人の社員総会は、定時社員会及び臨時社員総会の 2種とする。

（構成）

第 13 条 社員総会は、正会員をもって構成する。

２ 社員総会における議決権は正会員 1名につき 1個とする。

（権能）

第 14 条 社員総会は、以下の事項について議決する。

（1）定款の変更

（2）解散

（3）合併ならびに事業の全部又は重要な一部の譲渡

（4）事業計画及び収支予算並びにその変更

（5）事業報告及び収支決算

（6）役員の選任および解任、職務及び報酬

（7）会費の額

（8）会員の除名

（9）長期借入金並びに重要な財産の処分及び譲受け

（10）理事会において社員総会に付議した事項

（11）前各号に定めるもののほか、一般法人法に規定する事項及びこの定款

に定める事項

（開催）

第 15 条 定時社員総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に１回開催する。

２ 臨時社員総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

（1）理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。

（2）正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面を

もって招集の請求があったとき。

（3）前号の請求をした正会員は、次の場合には、裁判所の許可を得て、社員

総会を招集することができる。

一 .請求後遅滞なく招集の手続きが行われない場合

二 .請求があった日から 6週間以内の日を社員総会の日とする招集の通

知が発せられない場合

（招集）

第 16 条 社員総会は、前条第 2項第 3号の場合を除き、理事会の決議に基 

づき代表理事が招集する。ただし、すべての正会員の同意がある

場合には、書面又は電子的方法による議決権の行使を認める場合

を除き、その招集手続きを省略することができる。

２ 代表理事は、前条第 2項第 2号の規定による請求があったときは、
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その日から 6週間以内に臨時社員総会を招集しなければならない。

３ 社員総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を

記載した書面をもって、社員総会の日の一週間前までに通知しなけれ

ばならない。但し、社員総会に出席しない正会員が書面によって議決

権を行使することができることとする時は、2 週間前までに通知しな

ければならない。

（議長）

第 17 条 社員総会の議長は、代表理事がこれにあたる。代表理事に事故等によ

る支障がある時は、その社員総会において、出席した正会員の中から

議長を選出する。

（定足数）

第 18 条 社員総会は、正会員総数の３分の１以上の出席がなければ開会するこ

とができない。

（決議）

第 19 条 社員総会における決議は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合

を除き、出席した正会員の議決権の過半数をもって行う。

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は総正会員の半数以上であって、

総正会員の議決権の 3分の 2以上にあたる多数をもって行う。

（1）会員の除名

（2）監事の解任

（3）定款の変更

（4）解散

（5）その他法令で定められた事項

（書面表決）

第 20 条 社員総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項につい

て、書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任

することができる。この場合において、書面表決者又は表決委任者は、

会議に出席したものとみなす。

（議事録）

第 21 条 総会の議事については、法令の定めるところにより、次の事項を記載

した議事録を作成しなければならない。

（1）日時及び場所

（2）正会員の現在数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合に

あっては、その数を付記すること。）　

（3）審議事項及び議決事項

（4）議事の経過の概要及び議決の結果

（5）議事録署名人の選任に関する事項

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人

以上が署名、押印しなければならない。

３ 前項の議事録は、社員総会の日から 10 年間、主たる事務所に備えおく。

第 5章 役員等

（種別及び定数）

第 22 条 この法人に次の役員を置く。

理事５人以上 10 人以内

監事２人以内

２ 理事のうち 1人を代表理事、１人を専務理事とする。また副代表理事

を 2人置くことができる。

（選任等）

第 23 条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。

２ 代表理事、専務理事、副代表理事は、理事会の決議によって理事の中

から定める。

３ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

（理事の制限）

第 24 条 理事のうちには、各理事について、当該理事と次の各号で定める特殊

の関係のある者である理事の合計数が、理事の総数の 3 分の 1 を超え

て含まれることになってはならない。

1. 当該理事の配偶者

2. 当該理事の三親等以内の親族

3. 当該理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者

4. 当該理事の使用人

5. 前各号に掲げる者以外の者で当該理事から受ける金銭その他の資産に

よって生計を維持しているもの

6. 前 3 号に掲げる者と生計を一にするこれらの者の配偶者又は三親等以

内の親族

（監事の制限）

第 25 条 監事が 2名であるときは、一方の監事の配偶者又は三親等以内の親族

（これらの者に準ずるものとして当該監事と次に掲げる特別の関係が

ある者を含む）である関係がある者が監事に含まれることになっては

ならない。

1. 当該監事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者

2. 当該監事の使用人

3. 前 2 号に掲げる者以外の者で当該監事から受ける金銭その他の資産に

よって生計を維持しているもの

4. 前 2 号に掲げる者の配偶者

5. 第 1 号から第 3号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これ

らの者と生計を一にするもの

（理事の職務）

第 26 条 代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。

２ 専務理事はこの法人の業務を執行する。

３ 副代表理事は、代表理事を補佐する。

４ 代表理事および専務理事は毎事業年度ごとに 4ヶ月を超える間隔で 2

回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務）

第 27 条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監

査報告を作成する。

２ 監事は、いつでも理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法

人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。

３ 監事は理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく

不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告

しなければならない。

４ 前号の報告をするために必要があると認めるときは、監事は代表理事

に対して理事会の招集を請求することができる。

５ 前項の規定による請求があった日から五日以内に、その請求があった

日から二週間以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せ

られない場合は、その請求をした監事は、理事会を招集することがで

きる。

６ 監事は、理事が社員総会に提出しようとする議案、書類その他法務省

令で定めるものを調査しなければならない。この場合において、法令

若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、

その調査の結果を社員総会に報告しなければならない。
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（任期等）

第 28 条 役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定期総会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。

２ 補欠のため就任した役員の任期は、前任者の任期の残存期間とする。

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、第 12 条に定める定数に足り

なくなる時は、新たに選任された者が就任するまで、その職務を行わ

なければならない。

（欠員補充）

第 29 条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、

遅滞なくこれを補充しなければならない。

（解任）

第 30 条 役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、

これを解任することができる。この場合、その役員に対し、議決する

前に弁明の機会を与えなければならない。

（1）心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

（2）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

（報酬等）

第 31 条 常勤の役員には報酬を支給することができる。その額については、別

に定める役員等の報酬規程による。

２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることがで

きる。

３ 前 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。

（取引の制限）

第 32 条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要

な事実を開示し、理事会の承認を得なければならない。

（1）自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引

（2）自己又は第三者のためにする当法人との取引

（3）この法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間に

おけるこの法人とその理事との利益が相反する取引

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく理事会に

報告しなければならない。

（責任の一部免除）

第 33 条 この法人は、役員の一般法人法第 111 条第 1項の賠償責任について、

法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠償

責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度とし

て免除することができる。

第 6章　理事会

（構成）

第 34 条 理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権能）

第 35 条 理事会は、この定款で別に定めるもののほか、次の職務を行う。

（1）社員総会の日時及び場所並びに議事に付すべき事項の決定

（2）規則の制定、変更及び廃止に関する事項

（3）前各号に定めるもののほか、この法人の業務執行の決定

（4）理事の職務の執行の監督

（5）代表理事、専務理事及び副代表理事の選定および解職

（6）事務局の組織及び運営に関する事項の決定

２ 理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を、理事に委

任することができない。

（1）重要な財産の処分及び譲受け

（2）多額の借財

（3）重要な使用人の選任及び解任

（4）従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止

（5）第 23 条の責任の免除

（開催）

第 36 条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会の 2種とする。

２ 通常理事会は、毎事業年度 2回開催する。

３ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

（1）代表理事が必要と認めたとき。

（2） 代表理事以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって

代表理事に招集の請求があったとき。

（3）前号の請求があった日から 5日以内に、その日から 2週間以内の日を理

事会の日とする理事会の通知が発せられない場合に、その請求をした理

事が招集したとき。

（4）第 17 条第 4項の規定により、監事から代表理事に招集の請求があった

とき、又は監事が招集したとき。

（招集）

第 37 条 理事会は、代表理事が招集する。ただし前条第 3項第 3号により理事

が招集する場合及び前条第 3 項第 4 号後段により監事が招集する場合

を除く。

２ 代表理事は、前条第3項第2号又は前条第3項第4号に該当する場合は、

その日から 2週間以内に臨時理事会を招集しなければならない。

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記

載した書面をもって、開催日の一週間前までに各理事及び各監事に通

知しなければならない。

（議長）

第 38 条 理事会の議長は、代表理事もしくは代表理事が指名した者がこれに当

たる。

（議決）

第 39 条 理事会の議事は、この定款に別の定めがあるもののほか、議決に加わ

ることができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって決する。

（決議の省略）

第 40 条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合におい

て、その提案について、決議に加わることのできる理事の全委員が書

面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可

決する旨の理事会の決議があったものとみなすこととする。ただし監

事が異議を述べたときは、その限りではない。

（議事録）

第 41 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、

出席した理事及び監事はこれに署名押印しなければならない。

２ 前項の議事録は、主たる事務所に理事会の日から 10 年間備え置く。

第 7章  事務局

（事務局の設置）

第 42 条 この法人に、事務を処理するため事務局を設け、職員を置く。

２ 職員は代表理事が任免する。

３ 事務局の組織及び運営に関する必要な事項は、理事会の議決を経て代

表理事が別に定める。

第 8章  基金

（基金の拠出）

第43条 この法人は、会員又は第三者に対し、基金の拠出を求めることができる。

（基金の募集等）
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第 44 条 基金の募集、割当て及び払い込み等の手続については、理事会の決議

を得て、代表理事が別に定める「基金取り扱い規程」によるものとする。

（基金の拠出者の権利）

第 45 条 基金の拠出者は、前条の「基金取り扱い規程」に定める日までその返

還を請求することができない。

（基金の返還の手続き）

第 46 条 基金の返還は、定時社員総会の決議に基づき、一般法人法第 141 条第

2項に定める範囲内で行うものとする。

２ 前項の基金の返還の手続きについては、理事会の決議により定める。

（代替基金の積み立て）

第 47 条 基金の返還を行うため、返還される基金に相当する金額を代替基金と

して積み立てるものとし、これを取り崩すことはできない。

第 9章  計算

（事業年度）

第 48 条 この法人の事業年度は、毎年７月１日に始まり翌年６月３０日に終わ

る。

（事業計画及び収支予算）

第 49 条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎事業年度開始の日

の前日までに代表理事が作成し、理事会の決議を経て、社員総会の承

認を受けなければならない。これを変更する場合も同様とする。

２ 前項の書類については、主たる事務所に当該事業年度が終了するまで

の間備え置く。

（暫定予算）

第 50 条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しない

ときは、代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業

年度の予算に準じ収入支出することができる。

２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。

（事業報告及び決算）

第 51 条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、代表理

事が次の書類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て、定

時社員総会に報告（第 2 号及び第 5 号の書類を除く）し承認を受けな

ければならない。

（1）事業報告

（2）事業報告の附属明細書

（3）貸借対照表

（4）損益計算書（正味財産増減計算書）

（5）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書

２ 前項の書類のほか、監査報告書類を主たる事務所に 10 年間備え置くと

ともに、定款および社員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。

（剰余金の分配の禁止）

第 52 条 この法人の剰余金はこれを一切分配してはならない。

第 10 章  残余財産の帰属

（残余財産の帰属）

第 53 条 この法人が解散等により清算するときに有する残余財産は、社員総会

の議決により、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（以下「公益認定法」という）第 5 条第 17 号に掲げる法人又は国若し

くは地方公共団体に贈与するものとする。

第 11 章  公告の方法

（公告の方法）

第 54 条 この法人の公告は、電子公告により行う。

第 12 章  附則

（委任）

第 55 条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事

会の議決を経て、代表理事がこれを定める。

（最初の事業年度）

第 56 条 この法人の設立初年度の事業年度は、この法人の成立の日から平成 21

年 6 月 30 日までとする。

（設立時役員等）

第 57 条 この法人の設立時役員は次のとおりである。

設立時代表理事 和田信明

設立時専務理事 長畑 誠

設立時副代表理事 島上宗子

設立時理事 功能聡子

設立時理事 壽賀一仁

設立時理事 増田和也

設立時理事 山田理恵

設立時監事 中田豊一

（設立時社員の氏名又は名称及び住所）

第 58 条 この法人の設立時社員の名称及び住所は、次のとおりである。

  設立時社員１住所 （略）

　　　　　    氏名　長畑　誠

　　　　　　２住所 （略）

　　　　　    氏名　壽賀一仁

　　　　　  ３住所 （略）

　　　　　    氏名　山田理恵

（法令の準拠）

第 59 条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。

（任意団体「いりあい・よりあい・まなびあいネットワーク」からの継承）

第 60 条 この法人の設立により、任意団体いりあい・よりあい・まなびあいネッ

トワーク（略称あいあいネット、代表：長畑誠、住所：東京都新宿区

高田馬場 1-17-10 稲穂コーポ２A）の契約、事業、会員及び財産は、

この法人が継承する。

以上、一般社団法人あいあいネット設立のためこの定款を作成し、設立時社員

が次に記名押印する。

平成２１年５月２７日

設立時社員 長畑 誠  

設立時社員 壽賀一仁 

設立時社員 山田理恵

（改正）

この定款は平成 23 年 3 月 16 日から施行する。

（平成 23 年 3 月 16 日社員総会で第 2条 1項を改正） 
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一般社団法人あいあいネット（いりあい・よりあい・まなびあいネットワーク） 

一般社団法人あいあいネット役員一覧

代表理事　　和田信明　(特活）ソムニード 代表理事兼海外事業統括責任者

副代表理事　島上宗子　京都大学東南アジア研究所 特任研究員

理　事　　　長畑　誠  一般社団法人あいあいネット 専務理事

　　　　　　　　　　　　明治大学大学院ガバナンス研究科専任教授

　　　　　　壽賀一仁　一橋大学大学院社会学研究科 博士後期課程

　　　　　 功能聡子  ARUN 合同会社 代表

　　　　　 増田和也  京都大学東南アジア研究所　特定研究員（G-COE）

　　　　　 山田理恵　インドネシア語通訳・ファシリテーター

監　事　　  中田豊一　参加型開発研究所 主宰

                        （特活）市民活動センター神戸 理事長

                                       　　　　　　　 （2012 年 1 月 1 日現在）

〒 214-0031
神奈川県川崎市多摩区東生田 1-14-5 アムール K2 102
Tel / Fax 044-455-4508    URL: http://www.i-i-net.org/


